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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

第一部 【企業情報】

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期
決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 38,273 33,352 30,817 29,614 25,966

経常利益 
又は経常損失(△)

(百万円) △101 △282 △1,190 251 △2,715

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) △250 △301 △1,854 221 △1,104

純資産額 (百万円) 6,876 6,505 4,245 4,601 3,373

総資産額 (百万円) 23,122 22,556 19,436 18,287 15,419

１株当たり純資産額 (円) 302.61 291.34 190.25 207.78 150.61

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △11.47 △13.64 △83.24 9.94 △49.96

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.7 28.8 21.8 25.2 21.6

自己資本利益率 (％) ― ― ― 5.0 ―

株価収益率 (倍) ― ― ― 0.35 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 583 △1,777 △878 44 △848

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △872 77 1,376 533 2,879

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 166 1,329 △133 △1,353 △891

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 1,186 814 1,187 430 1,574

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
670 

(918)
729

(910)
819

(816)
813 

(732)
748

(662)

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 33,218 27,364 24,420 23,265 20,005

経常利益 
又は経常損失(△)

(百万円) 166 △102 △1,141 52 △2,824

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) △69 20 △1,886 △410 △1,570

資本金 (百万円) 2,635 2,635 2,635 2,635 2,635

発行済株式総数 (千株) 22,700 22,700 22,700 22,700 22,700

純資産額 (百万円) 9,954 9,968 7,688 7,342 5,610

総資産額 (百万円) 20,798 21,251 18,997 19,397 16,563

１株当たり純資産額 (円) 438.68 446.92 344.74 331.57 253.38

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

9.00 
(3.00)

9.00
(3.00)

3.00
(3.00)

─ 
(─)

─
(─)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △3.05 0.89 △84.57 △18.43 △70.95

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.9 46.9 40.5 37.9 33.9

自己資本利益率 (％) ― 0.2 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― 309.0 ― ― ―

配当性向 (％) ― 1,011.2 ― ― ―
従業員数 
(外、平均臨時  
雇用者数)

(名)
196 
(11)

146
(11)

96
(11)

111 
(6)

110
(13)



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、また、平成15年３月期、平成17年

３月期、平成18年３月期、平成19年３月期及び連結ベースの平成17年３月期まで及び平成19年３月期につい

ては１株当たり当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

３ 自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、平成15年３月期、平成17年３月期、平成18年３月

期、平成19年３月期及び連結ベースの平成17年３月期まで及び平成19年３月期は、当期純損失が計上されて

いるため、記載しておりません。 

４ 平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しており

ます。 

  



２ 【沿革】 

  

 
(注) １．※印は連結子会社であります。 

２．平成19年６月に大阪本社を大阪市北区に移転しております。 

  

  

昭和23年８月 内外衣料製品㈱設立、資本金２百万円。

昭和24年８月 西崎衣料㈱を吸収合併。

昭和34年４月 東京支店（現・東京本社）を開設。

昭和35年１月 内外土地㈱(現・シロックス㈱)※を設立。

昭和38年８月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場、資本金１億25百万円。

昭和39年２月 資本金２億50百万円に増資。

昭和40年２月 資本金３億75百万円に増資。

昭和41年12月 札幌支店を開設。

昭和42年４月 資本金５億円に増資。

昭和43年８月 大東商品センターを開設。

昭和44年４月 資本金７億50百万円に増資。

昭和48年４月 秋田シルバーオックス㈱※を設立。

昭和54年10月 資本金８億50百万円に増資。

昭和55年４月 資本金９億35百万円に増資。

昭和57年８月 札幌商品センターを開設。

昭和61年９月 資本金23億54百万円に増資。

昭和63年８月 枚方商品センターを開設。

平成元年６月 ㈱ニューウェイ※を設立。

平成２年８月 東京商品センター(本館)を開設。

平成２年11月 ㈱イン・アウト※を設立。

平成２年12月 ㈱マッキャージュ※を設立。

平成３年３月 シルバーオックス新潟物流サービス㈱(現・㈱東京ウルト)※を設立。
平成３年４月 ㈱シルバーオックス大東商品センター(現・シロックス大阪物流㈱)※、㈱シード(現・

シロックス大阪物流㈱)※、㈱シルバーオックス東京商品センター(現・シロックス東
京物流㈱)※を分社。

平成４年11月 ㈱アクティーエス※を分社。

平成10年４月 韓国ソウルにSILOX KOREA CO.,LTD.※を設立。

平成10年８月 東京商品センター(新館)を増設。

平成10年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成11年12月 資本金26億35百万円に増資。

平成12年３月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成13年７月 会社名をシルバーオックス株式会社に変更。

平成13年11月 中国上海に喜楽客思紡織品(上海)有限公司※を設立。

平成15年２月 中国青島に建設の青島喜楽客思服装有限公司※が完成。稼働。

平成16年８月 東京本社を港区白金台へ移転。

平成19年３月 大阪本社を売却。(注２)



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社を中核として連結子会社21社(国内18社、海外３社)で構成され、繊維製品並び

に関連物資の製造・加工・販売、コンピュータ及び情報処理機器の販売及び情報処理サービス、不動産の

貸付、物流加工、販売代行を主な内容とし事業活動を展開しております。 

当社グループ(当社及び連結子会社)の事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連

は、次のとおりであります。 

① 衣料品事業 

アパレル業………当社は肌着、下着、ホームウェア、子供洋品、紳士洋品、婦人洋品等を販売して

おります。なお、ユニフォーム等は連結子会社㈱アルガより仕入れております。

縫製業……………連結子会社秋田シルバーオックス㈱は、繊維二次製品を製造し、大部分を当社グ

ループで仕入れて販売しております。 

物流加工業………当社が販売する商品及び当社グループの物流業務の大部分を、連結子会社シロッ

クス大阪物流㈱、シロックス東京物流㈱、㈱アクティーエス、㈱上野ウィングの

４社に委託しております。また、当該各社は、当社グループ外の物流作業も行っ

ており、連結子会社㈱ニューウェイは100％当社グループ外の物流作業を行って

おります。 

事務代行業………連結子会社シロックス㈱は、当社グループの総務、経理及び情報システムに関す

る事務の代行を行っております。 

販売代行業………連結子会社㈱東京ウルト、㈱マッキャージュ、㈱エクサ、㈱東京エクサ、㈱北海

道エクサ、㈱ピー・エスエクサ、㈱エコーエクサ、㈱エス・バイ・エスは、当社

取扱い商品の販売代行をしております。 

商品企画業………連結子会社㈱シロックスクリエイトは、当社が販売する商品のデザイン、品質検

査等商品企画業務をしております。 

海外………………韓国に海外生産品の生産管理を行っている連結子会社SILOX KOREA CO.,LTD.があ

ります。また、中国上海市に喜楽客思紡織品(上海)有限公司、中国青島市に青島

喜楽客思服装有限公司があり、それぞれ物流加工業を行っております。 

② 不動産事業   当社及び連結子会社シロックス㈱の２社は、当社グループの不動産設備の相当部

分を所有し、当社グループはそれを賃借しております。 

③ その他事業   連結子会社㈱イン・アウトは、コンピュータのハードウェア及びソフトウェアを

販売しております。 



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数となっております。 

４ 青島喜楽客思服装有限公司は特定子会社に該当します。 

５ 平成19年３月に解散決議を行い、平成19年６月に清算いたしました。 

名称 住所

資本金又は 

出資金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の 

所有割合 

(％)

関係内容

(連結子会社)

シロックス㈱ 大阪市中央区 49
不動産事業 

衣料品事業
100.0 (5.4)

当社より設備投資及び運転資金を

借入

役員の兼任…４名

債務保証額…375百万円

シロックス東京物流㈱
埼玉県 

比企郡吉見町
10 〃 100.0 (60.0)

物流作業を受託 

     債務保証額…175百万円

シロックス大阪物流㈱ 大阪府大東市 20 〃 100.0 (60.0)
 

     債務保証額…35百万円

㈱ニューウェイ 千葉県市川市 20 〃 100.0 (70.0)
役員の兼任…１名 

債務保証額…40百万円

㈱アクティーエス 大阪市中央区 10 〃 100.0 (60.0)
〃 

          債務保証額…37百万円

㈱上野ウィング 大阪市中央区 10 〃 100.0 (70.0)
〃 

         債務保証額…98百万円

㈱イン・アウト 大阪市中央区 36 その他事業 83.3 －

コンピュータソフト開発受託

役員の兼任…１名

債務保証額…40百万円

㈱アルガ 大阪市中央区 10 〃 100.0 (70.0)
ユニフォームを仕入、販売 

     債務保証額…35百万円

秋田シルバー 

オックス㈱
大阪市中央区 25 〃 100.0 (57.6)

衣料品の製造、販売

役員の兼任…１名

㈱シロックスクリエイト 大阪市中央区 10 〃 100.0 (60.0)

衣料品のデザイン、品質検査を受

託 

※表あり

㈱マッキャージュ(注)５ 大阪市中央区 10 衣料品事業 100.0 －
紳士・婦人洋品の販売代行を受託 

     

㈱東京ウルト(注)５ 東京都中央区 20 〃 100.0 －
〃 

     

㈱エクサ(注)５ 大阪市中央区 10 〃 100.0 － 衣料品の販売代行を受託

㈱東京エクサ(注)５ 東京都中央区 10 〃 100.0 － 〃

㈱北海道エクサ(注)５ 大阪市中央区 10 〃 100.0 － 〃

㈱ピー・エスエクサ(注)５ 大阪市中央区 12 〃 100.0 － 〃

㈱エコーエクサ(注)５ 大阪市中央区 10 〃 100.0 － 〃

㈱エス・バイ・エス(注)５ 大阪市中央区 10 〃 100.0 － 〃

SILOX KOREA CO.,LTD. 韓国ソウル市
300百万 

ウォン
〃 100.0 －

韓国工場の品質納期管理

役員の兼任…３名

喜楽客思紡織品(上海) 

有限公司
中国上海市

150万US 

ドル
〃 100.0 (20.0)

物流作業を受託

債務保証額…53百万円

青島喜楽客思服装有限公司 

(注)４
中国青島市

300万US 

ドル
〃 100.0 －

   〃



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(嘱託契約者含む)であり、臨時雇用者数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

なお、不動産事業への直接の従事者はなく、全社(共通)の従業員が兼務しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に年間の平均人数を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 上記従業員のほかに嘱託契約者が９名おります。 

  

(3) 労働組合の状況 

平成19年３月31日現在、当社グループの組合員数は295名で、上部団体であるＵＩゼンセン同盟に加

盟しており、労使の関係は安定しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

衣料品事業 701〔661〕

不動産事業 ０ 〔０〕

その他事業 31 〔１〕

全社(共通) 16 〔０〕

合計 748〔662〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

110〔13〕 38.2 14.4 4,834,686



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における当社グループを取り巻く事業環境は非常に厳しいものがありました。特に、

衣料品事業において、春先からの天候不順に加え、冬物商戦の最盛期における暖冬異変にも見舞われ、

売上高は、259億66百万円（対前年同期比87.7％）と大幅な減収となりました。 

当社では、新年度において一挙に黒字化を図るため、衣料品事業における在庫の適正化が不可欠である

と考え、当下期において、在庫削減を徹底して推し進めてまいりました。その結果連結在庫は16億81百

万円（対前年同期比49.4％）、単体在庫は15億58百万円（対前年同期比46.7％）となりました。この在

庫削減を確実なものにする過程において、売上総利益率の低下は避けられず、売上総利益率12.3％と対

前年同期比9.7ポイントの低下となりました。当連結会計年度における損失の大きな原因は当社のこの

売上総利益率の低下によるものと、減収によるものが最大の要因であります。当連結会計年度の売上総

利益は31億83百万円となり、前年同期に比較して33億46百万円の減益となりました。売上総利益は大幅

な減益となりましたが、在庫水準は計画通りとなり、新年度において販売攻勢並びに売上拡大を図る

「攻め」の体制は十分に出来上がったと考えております。 

 以上のような状況下において、販売費及び一般管理費は58億35百万円となり、前年同期に比較して３

億34百万円減少いたしましたが、営業損失は26億52百万円（前年同期は３億59百万円の営業利益）とな

り、これに営業外損益を加味して、経常損失は27億15百万円（前年同期は２億51百万円の経常利益）と

なりました。当社では、資産の効率的な運用の観点から大阪本社売却の決定を行い、平成19年３月に売

却いたしました。同時に将来の事業発展の基盤を強固なものとするために、大阪本社を大阪市北区堂島

浜に移転することを決定いたしました。大阪本社売却による固定資産売却益18億６百万円及び投資有価

証券売却益１億50百万円の合計19億56百万円を特別利益に計上し、特別損失55百万円を控除し、税金等

調整前当期純損失は８億14百万円となり、税金費用及び少数株主利益を控除し、当期純損失は11億４百

万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①衣料品事業の売上高は、252億88百万円（対前年同期比87.6％）営業損失は31億34百万円（前年同

期は１億40百万円）となりました。 

 なお、当事業における主要な部分を占める当社の売上高は195億28百万円（対前年同期比85.8％）、

仕入高は162億47百万円（対前年同期比88.9％）であります。 

 ②不動産事業の売上高は、８億11百万円（対前年同期比93.5％）、賃貸原価は２億52百万円（対前年

同期比85.8％）、営業利益は５億54百万円（対前年同期比99.1％）となりました。 

 ③コンピュータ関連のその他事業の売上高は、７億75百万円（対前年同期比90.5％）、仕入高は５億

87百万円（対前年同期比87.4％）、営業利益は28百万円（対前年同期比61.8％）と減収減益となりまし

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、主に手許資金と有形固

定資産の売却による収入及び投資有価証券の売却による収入を借入金の返済に充てたことにより、前連

結会計年度と比較して11億44百万円増加し、15億74百万円（対前年同期比366.0％）となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において営業活動による資金の減少は８億48百万円（前年同期は44百万円の増加）と

なりました。これは主として税金等調整前当期純損失８億14百万円（前年同期は５億85百万円の税金等

調整前当期純利益）であったことに加え、有形固定資産売却益18億６百万円（前年同期は０百万円）、

仕入債務の減少額６億79百万円（前年同期は40百万円の増加）と棚卸資産の減少額17億22百万円（前年

同期は１億96百万円の増加）、売上債権の減少額５億90百万円（前年同期は２億12百万円）によるもの

であります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 



当連結会計年度において投資活動による資金の増加は28億79百万円（前年同期は５億33百万円）とな

りました。これは主として有形固定資産の売却による収入22億45百万円（前年同期は２百万円）、投資

有価証券の売却による収入５億49百万円（前年同期は18億93百万円）によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において財務活動による資金の減少は、８億91百万円（前年同期は13億53百万円）で

これは主として長期借入金の返済による支出８億74百万円（前年同期は15億71百万円）及び社債の償還

による支出２億円（前年同期は２億円）によるものであります。 

２ 【販売及び仕入の状況】 

当社グループの生産、販売品目は広範囲かつ多種多様であり、製造業以外の業種が大半を占めておりま

す。従って事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしてお

りません。 

このため、販売及び仕入の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント

の業績に関連付けて示しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループにおける対処すべき課題は、前連結会計年度に掲げておりました課題を当連結会計年度に

おきましても引き続きその解決に向けて進めてまいります。 

 ①売上拡大 

 当社を中核とするアパレル業における最大の課題は、売上の増収であります。そのためには、魅力ある

商品の提供と新しいサービス、即ちお客さまに利益をもたらす新商品の開発と新しいサービスが不可欠で

あります。当社では、デザイン、素材、カラー、縫製、品質管理等の向上にさらに努力し、お客さまの期

待に応えていくことが重要であると考えております。 

 また、物流業等の売上拡大につきましても、海外からの直物流に対処し、物流のシステム化、効率化を

実現してまいります。 

 ②販管費等コストの削減 

 売上拡大をすると同時に重要な課題はコストの削減であります。生産段階におけるロスを排除すること

はもちろん、物流費の削減、即ち在庫の適正水準の維持による倉庫料の削減、返品や値引の削減、人材の

適正な配置による人件費の削減に最大限努力を払い、次期における純利益の目標達成を期しております。

 なお、前連結会計年度に掲げておりましたたな卸資産の削減につきましては、「１ 「業績等の概要」

（1）業績」において報告の通りの削減をいたしました。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす事項は、以下のとおりであります。なお、以下の事項は有価証券報告書提出日現在において当社グ

ループが判断したものであります。 

  

(1) 海外生産拠点への依存によるリスク 

当社グループの海外生産拠点の大部分が中国であります。従って、同国の輸出に関する規制等による

輸入環境の変化、為替変動等経済環境及び情勢の変化、災害等の発生により当社グループの商品仕入に

支障をきたした場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 知的財産権の侵害にによるリスク 

当社グループにおいて、新商品を開発する際、第三者の知的財産権を侵害しないように詳細な事前調

査を行っております。また、当社グループが独自に開発した商品及びこれに関する技術・ノウハウ等に

ついて特許権、実用新案権、商標権等の出願・登録を行っておりますが、知的財産権の侵害を理由に訴

訟・クレームが生じた場合には、当社グループの事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

  

(3) 小売業界の諸変動による経営成績の変動によるリスク 

当社グループは、主として衣料品の製造卸売事業を行っており、量販店、百貨店、専門店等を通じて

一般消費者に商品の提供を行っております。これら販売先の店頭販売状況は、気候の変化、景気の良し

悪し、災害等により大きく影響を受ける場合があります。その結果、当社グループの商品の取扱高もそ

の影響を受ける可能性があります。 

  

(4) ＯＥＭ顧客企業への業績依存によるリスク 

当社グループのＯＥＭは特定の量販店、専門店を対象としており、ＯＥＭ顧客企業への売上、利益は

その顧客企業の予測出来ない事由による契約の打ち切り、調達方針の変更等により当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 当社グループ間において、次のとおり経営上重要な契約を締結しております。 

 (1)業務の委託契約 

 
 (注)契約会社は当社であります。 

  

 (2)不動産の賃貸借契約 

 
 (注)契約会社は当社であります。 

契約先 契約年月日 契約内容 備考 契約期間

 シロックス東京物流㈱ 平成3年5月1日
当社商品の保管、得意先
への出荷及びこれに付帯
する一切の業務

業務委託基本契約 ２年間(自動更新)

 シロックス大阪物流㈱ 平成3年5月1日
当社商品の保管、得意先
への出荷及びこれに付帯
する一切の業務

業務委託基本契約 ２年間(自動更新)

契約先 契約年月日 契約内容 備考 契約期間

 シロックス東京物流㈱ 平成3年5月1日
当社所有の不動産の賃貸
借

不動産賃貸借契約 ２年間(自動更新)



６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されており、財政状態及び経営成績に関する以下の分析が行われております。なお、当社経営陣

は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債、並びに報告期間における損益に影響を与

える事項につき、過去の実績や状況に応じ合理的と判断される範囲で見積り及び判断を行っておりま

す。具体的には、諸引当金やたな卸資産・繰延税金資産及び投資の減損が該当し、この見積りには見積

り特有の不確実性がありますが、不確実性による影響は軽微と判断しております。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の売上高は259億66百万円（前年同期比87.7％）、営業損失は26億52百万円（前年同

期は３億59百万円の営業利益）、経常損失は27億15百万円（前年同期は２億51百万円の経常利益）、当

期純損失は11億４百万円（前年同期は２億21百万円の当期純利益）となりました。 

 なお、事業別の分析につきましては、「１ 業績等の概要」に記載のとおりであります。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループを取り巻く事業環境は、特に衣料品業界において、春先の天候不順や暖冬異変、消費者

の選択購買型の消費行動の傾向の強まりにより当連結会計年度におきまして減収となり、また、衣料品

事業における在庫の適正化のための徹底した在庫削減に伴う大幅な売上総利益率の低下により、当社グ

ループの業績は影響を受けました。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

①アパレル業の地域密着による得意先深耕と売場の拡大 

 当社グループの主要な部分を占める当社の取扱商品は生活に密着した商品であり、当社商品が市場に

おいて認知され、売上の拡大を図るためには、既存得意先の売場確保と一層の深耕が必要であり、ま

た、小売業の変化に対応して新規得意先の開拓を積極的に展開することが重要であると考えておりま

す。 

 ②物流業のアパレル特化型の物流３ＰＬ(Third Party Logistics)の推進 

 アパレルの海外生産の定着に伴い、ビジネスチャンスは増加しており、中国からの直物流の増加、国

内においても物流作業の専門化、システム化を背景に、当社グループの強みであるコンピュータソフト

を活用し、当社事業の柱の一つとして邁進してまいります。 

 ③ブランドの集約と新商品（デザイン、素材、品質管理等）開発に注力 

 消費者のライフスタイルや価値観の変化に敏感に対応し、また、高齢化社会の到来を迎え、新しいニ

ーズやウォンツを適格に捉える一方、ブランドの集約を行い生産における効率を図ってまいります。 

 ④財政基盤の充実 

 将来に向けて積極的な事業展開を図るためには財政基盤の充実が不可欠であります。当期は在庫削減

を目標どおり実現しましたので、今後は利益中心主義を貫き、当面自己資本比率30％を目標に資本充実

に傾注いたします。 

  



(5) 資本の財源及び資金の流動性について 

当社グループの資金の状況は、現金及び現金同等物が、前連結会計年度に比して11億44百万円増加し

ております。営業活動による資金の減少８億48百万円、投資活動による資金の増加28億79百万円、財務

活動による資金の減少８億91百万円によるものであります。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「３ 対処すべき課題」に記載のとおりでありま

す。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の衣料品事業において、特に当社グループ以外の得意先に対する

事業の拡大に伴って設備投資を継続的に行っております。 

当連結会計期間の衣料品事業における設備投資は19百万円であります。 

 また、社有資産の効率化のため、当連結会計期間において以下の資産の売却をいたしました。 

 
なお、当社グループの不動産事業は、当社グループの衣料品事業に対する賃貸であり、衣料品事業の事

業方針に応じて対応しております。  

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 所有者欄※印は当社グループ内からの賃貸を示し、不動産事業として位置づけております。 

  なお、面積及び帳簿価額欄の( )は当該会社の所有物件を、[ ]は外部からの賃借物件を表示しておりま

す。 

２ 上記の事業所のほかに当社は東京商品センターを所有し、その全部をシロックス東京物流㈱に賃貸してお

り、(2)国内子会社欄に記載しております。 

３ 大阪本社は、平成19年３月に売却し、賃借料は１百万円であります。 

４ 東京本社の賃借料は93百万円であります。 

５ 上記以外で賃借している主な設備は次のとおりであります。 

 
  

会社名 事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称 設備の内容 売却額

シルバーオックス㈱ 当社大阪本社 
(大阪市中央区) 衣料品事業 土地・建物売却 2,185百万円

事業所名 
(所在地)

事業の種 
類別セグ 
メントの 
名称

設備の 
内容

建物及び構築物 土地 その他 帳簿価額
合計 

(百万円)

従業員数(名)

所有者

面積(㎡)
帳簿価額
(百万円)

面積(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

社員 パート

本社 
(大阪市中央区)

衣料品 
事業

売場及び
事務所

[9,064] ― [1,320] ― 18 18 79 2
㈱ オ ー・エ

ム・コ ー ポ レ

ーション

東京本社 
(東京都港区)

〃 〃
[2,612] 2 [607] ― 2 4

41 10 日本精工㈱

札幌支店 
(札幌市中央区)

〃 〃 ―
(1,128)

1
(38)

―
(446)

―
(92)

0
―

1
(130) ― ―

※シロック
ス㈱

福利厚生施設 
(群馬県吾妻郡草津
町・三重県志摩郡
大王町)

〃 宿泊施設 106 29 48 3 ― 33 ― ― 当社

会社名 セグメント 内容 リース期間 支払リース料 リース契約残高

シルバーオックス㈱ 衣料品事業
ＩＢＭ
I Series400

6年 8百万円 14百万円

〃 〃
ＩＢＭ
AS/400－830

5年 25百万円 8百万円



(2) 国内子会社 
  

 
(注) １ 主要な設備として建物又は土地の面積が1000㎡以上を対象としております。 

  また、建物及び構築物、土地の帳簿価額及び面積の欄の内、上段は当該会社の所有物件を、中段( )内は当

社グループ内からの賃借物件を、下段[ ]内は外部からの賃借物件を表示しております。 

  なお、外部賃借物件の年間賃料は、シロックス東京物流㈱２億78百万円、㈱ニューウェイ３億75百万円、シ

ロックス大阪物流㈱１億40百万円、㈱アクティーエス25百万円であります。 

  また、所有者欄※印は当社グループ内からの賃貸を示し、不動産事業として位置づけております。 

２ 上記以外で賃借している主な設備は次のとおりであります。 

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種 
類別セグ 
メントの 

名称

設備の 
内容

建物及び構築物 土地 その他 帳簿価額 
合計 

(百万円)

従業員数(名)

所有者
面積(㎡)

帳簿価額 
(百万円)

面積(㎡)
帳簿価額 
(百万円)

帳簿価額 
(百万円)

社員 パート

シロックス東京
物流㈱

吉見本館・新館 
(埼玉県比企郡吉
見町)

衣 料 品
事業

商 品 セ
ンター

(24,482)
3

(1,924)
―

(17,130)
―

(953)

5

(0)
9

(2,879)
28 70 ※当社

〃
吉見別館 
(埼玉県比企郡吉
見町)

衣 料 品
事業

商 品 セ
ンター

(7,599)
22

(112)
― 

(13,017)
― 

(568)

22

(680)
10 32 ※当社

〃
嵐山センター 
(埼玉県比企郡嵐
山町)

衣 料 品
事業

〃 [19,770] 25
― ―

7 33 14 33
㈱ヤマムラ
倉庫

〃
田甲センター 
(埼玉県比企郡吉
見町)

衣 料 品
事業

〃 [1,770] 0
― ― ―

0 ― 1
サンテクノ
ス㈱

〃
花見台センター 
(埼玉県比企郡嵐
山町)

衣 料 品
事業

〃 [8,864] 62
― ―

1 63 8 39
オーム電気
㈱

㈱上野ウィング
上野倉庫 
(三重県伊賀市)

衣 料 品
事業

商 品 セ
ンター

(11,299)
1

(196)
―

(54,823)
―

(488)
1

(0)
3

(685)
6 73

※シロック
ス㈱

㈱ニューウェイ
第一センター他 
(千葉県市川市)

衣 料 品
事業

商 品 セ
ンター

(5,570)
[34,268]

8
(156)

―
(5,034)

―
(438)

4 12
(594)

38 124

※シロック
ス㈱ 
京義倉庫㈱
他

シロックス大阪
物流㈱

本館 
(大阪府大東市)

衣 料 品
事業

商 品 セ
ンター (8,388)

15
(66)

―
(6,215)

―
(481)

1

(0)
17

(548)
8 100

※シロック
ス㈱ 
日本物流㈱
他

〃
枚方センター 
(大阪府枚方市)

衣 料 品
事業

商 品 セ
ンター

(5,503)
[9,764]

5

(313)
―

(2,862)
―

(142)
0 6

(456)
19 92

※シロック
ス㈱ 
㈱リッチラ
ンド他

〃
東大阪センター 
(大阪府東大阪市)

衣 料 品
事業

商 品 セ
ンター

[5,016] ― ― ― 0 0 6 36 日本物流㈱

㈱アクティーエ
ス

厚別センター 
(札幌市厚別区)

衣 料 品
事業

商 品 セ
ンター

[2,704] 2
― ―

0 2 2 17 札幌通運㈱

秋田シルバーオ
ックス㈱

秋田工場 
(秋田県雄勝郡 
羽後町)

衣 料 品
事業

縫 製 工
場

1,725 64 6,377 8 2 74 ― 37 自社所有

会社名 セグメント 内容
リース
期間

支払リース料
リース 
契約残高

シロックス東京物流㈱ 衣料品事業
ピースソータ
システム

７年 36百万円 202百万円

〃 〃 空調設備 10年 11百万円 44百万円

シロックス大阪物流㈱ 〃
リニアソータ
システム

７年 18百万円 54百万円

〃 〃
ホストコンピュ
ータ

5年 0百万円 36百万円

㈱ニューウェイ 〃 中二階設備 9年 6百万円 76百万円



(3) 在外子会社 
  

 
(注) 主要な設備として建物又は土地の面積が1000㎡以上を対象としております。 

また、建物及び構築物、土地の帳簿価額及び面積の欄の内、上段は当該会社の所有物を、下段[ ]内は外部か

らの賃借物件を表示しており、年間賃料は304千US$であります。 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備計画は、原則として連結会社各社が個別に策定しておりま

すが、提出会社においてもグループ全体の整合性など総合的に勘案し、必要に応じて調整しておりま

す。 

当連結会計年度後１年間の設備投資計画のうち、確定しているものはありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の 
内容

建物及び構築物 土地 その他 帳簿価額 
合計 

(百万円)

従業員数(名)

面積(㎡)
帳簿価額
(百万円)

面積(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

社員 パート

喜楽客思紡織品
(上海)有限公司

シロックス 
上海 
(中国上海市)

衣料品 
事業

商品セン
ター

[8,151] 10
― ―

27 37 104 ―

青島喜楽客思服
装有限公司

シロックス 
青島 
(中国青島市)

衣料品 
事業

商品セン
ター

7,473 246 ―
[12,288]

― 89 336 198 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類
事業年度末

現在発行数(株) 
(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 22,700,000 22,700,000

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 22,700,000 22,700,000 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 有償一般募集1,000千株、発行価格561円、資本組入額281円 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式558,264株は、「個人その他」に558単元及び「単元未満株式の状況」に264株を含めて記載してお

ります。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 当社の自己株式(558千株、持分比率2.46%)は、上記の表には含めておりません。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成11年12月24日 1,000,000 22,700,000 281 2,635 280 1,974

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 37 31 68 22 1 2,524 2,683 ―

所有株式数 
(単元)

― 5,675 403 5,386 855 3 10,321 22,643 57,000

所有株式数 
の割合(％)

― 25.06 1.78 23.79 3.78 0.01 45.58 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三貴産業㈱ 大阪市中央区釣鐘町１丁目５番1-1501号 3,300 14.53

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 922 4.06

西 崎 保 孝 大阪市中央区 921 4.05

日本生命保険(相)
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命 証券管理部内

730 3.21

富士火災海上保険㈱ 大阪市中央区南船場１丁目１８番１１号 606 2.66

三菱レイヨン㈱ 東京都港区港南１丁目６番４１号 559 2.46

西 崎 進 三 堺市南区 524 2.30

エムエルピー エフエス カスト
ディー 
(常任代理人 メリルリンチ日本
証券㈱)

東京都中央区日本橋１丁目４番１号
日本橋１丁目ビルディング

458 2.01

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 446 1.96

日本証券金融㈱
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10
号

387 1.70

計 ― 8,853 38.94



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式264株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 558,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,085,000
22,085 ―

単元未満株式
 
普通株式 57,000 ― ―

発行済株式総数 22,700,000 ― ―

総株主の議決権 ― 22,085 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

(自己保有株式)
シルバーオックス
㈱

大阪市中央区南船場 
一丁目12番23号

558,000 ― 558,000 2.46

計 ― 558,000 ― 558,000 2.46



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡しによる株式は含まれておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の
取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

 当事業年度における取得自己株式 2,183 316,535

 当期間における取得自己株式 ― ―

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

 引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

 消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

 合併、株式交換、会社分割に係る移転を 
 行った取得自己株式

― ― ― ―

 その他 
  （  ―  ）

― ― ― ―

 保有自己株式数 558,264 ― 558,264 ―



３ 【配当政策】 

当社の利益配分に関する方針は、会社の業績の動向、経営環境、会社の財政状態を勘案して決定するこ

とを基本としております。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 また、当社は会社法第454第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

なかでも、株主様への利益還元は最重要課題であると認識しておりますが、当期の業績は、大幅な損失

を計上し、株主の皆様にご迷惑をおかけいたしましてまことに遺憾ではありますが、当期の配当金につき

ましては見送りとさせて頂きました。 

 なお、早期に復配を達成すべく全社一丸となって次期の計画達成に邁進してまいります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 323 308 353 365 292

最低(円) 198 236 228 223 142

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 234 214 191 179 175 165

最低(円) 198 171 156 155 159 142



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

西 崎 保 孝 昭和16年12月15日生

昭和43年４月 当社入社

(注)４ 921

昭和48年５月 当社取締役就任

昭和56年５月 当社専務取締役就任

昭和57年６月 当社代表取締役副社長就任

昭和58年６月 当社代表取締役社長就任(現)

昭和58年９月 シロックス㈱代表取締役就任(現)

常務取締役 業務部長 西 崎 進 三 昭和22年１月６日生

昭和45年４月 当社入社

(注)４ 524

昭和56年６月 当社取締役就任

昭和63年４月 当社ナイティ事業部長

平成２年４月 当社常務取締役就任(現)

当社ナイティ・子供事業本部長

平成４年４月 当社大阪営業本部長

平成10年６月 当社品質管理センター長

平成14年６月 当社大阪営業部門、業務サービス

第２部門担当

平成15年４月 業務担当

平成18年６月 業務部長（現)

常務取締役
第一営業部

長
小 林 樹 直 昭和27年８月14日生

昭和53年４月 当社入社

(注)４ 19

平成11年６月 当社取締役就任

平成12年１月 当社婦人事業部長

平成13年４月 当社ホームウェア事業部長

平成14年６月 当社第３営業部部門長

平成15年４月 第一営業担当

平成16年１月 子供事業部長(兼)大阪営業本部長

平成17年４月 当社常務取締役就任(現)、営業担

当

平成18年６月 営業部長

平成19年５月 第一営業部長(現)

取締役 企画部長 久 保 郁 夫 昭和22年２月24日生

昭和44年４月 当社入社

(注)４ 10

平成６年６月  当社取締役就任

平成13年４月  当社婦人事業部長

平成14年６月  当社商品開発部門担当

平成14年６月  当社常務取締役就任

平成15年４月  商品開発担当

平成16年１月  ホームウェア事業部長

平成17年４月  取締役(現)、ＭＤ統括

平成18年４月  商品企画担当

平成18年６月 企画部長(現)

取締役 経理部長 札 谷   篤 昭和16年６月９日生

昭和41年４月 当社入社

(注)４ 16

平成２年６月 当社取締役就任(現)

平成４年４月 当社業務本部長

平成14年６月 当社管理部門担当

平成15年４月 経理担当(兼)関係会社管掌

平成17年４月 経理担当

平成18年４月 関係会社担当

平成18年６月 経理部長(現)



 
(注) １ 略歴中役職名については、呼称変更されたものは現在の呼称で記載しています。 

２ 監査役 藤田東久夫及び河合恒浩は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 常務取締役西崎進三は、代表取締役社長西崎保孝の実弟であります。 

４ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 物流担当 丸   淳二郎 昭和20年８月19日生

昭和43年４月 当社入社

(注)４ 3

平成２年９月 ㈱ニューウェイ取締役就任

平成３年５月 同社代表取締役社長就任(現)

平成16年６月 当社取締役就任(現) 

物流担当(現)

取締役
第二営業部

長
後藤田  幸雄 昭和25年１月29日生

昭和43年３月 当社入社

(注)４ 2

平成16年10月 当社執行役員大阪第一営業部長

平成18年６月 当社執行役員営業部長補佐

平成19年５月 当社執行役員、第二営業部長(現)

平成19年６月 当社取締役就任(現)

取締役
企画部長 
補佐

増 澤   忠 昭和35年１月11日生

昭和58年４月 鐘紡株式会社入社

(注)４ 0

平成12年３月 株式会社カネボウファション研究

所(現 カネボウIKSM研究所)出向

平成17年４月 同社営業戦略チームマネージャー

平成18年６月 当社取締役就任(現)、企画部長補

佐(現)

常勤監査役 田 中 秀 俊 昭和17年３月27日生

昭和40年４月 当社入社

(注)５ 18

昭和56年６月 当社取締役就任

平成２年４月 当社常務取締役就任

平成14年６月 シロックス株式会社専務取締役就

任

平成17年６月 当社常勤監査役就任(現)

監査役 藤 田 東 久 夫 昭和26年８月10日生

昭和60年３月 株式会社サトー入社

(注)５ 0

平成２年６月 同社代表取締役就任

平成15年６月 同社代表取締役執行役員会長兼最

高経営責任者就任(現)

平成18年６月 当社監査役就任(現)

監査役 河 合 恒 浩 昭和12年11月14日生

昭和35年４月 三菱レイヨン株式会社入社

(注)５ 5

平成９年６月 同社専務取締役就任

平成12年６月 同社取締役就任

三菱バーリントン株式会社取締役

社長就任

平成13年６月 三菱レイヨン株式会社顧問就任

三菱バーリントン株式会社取締役

会長就任

平成14年６月 三菱バーリントン株式会社取締役

会長退任

平成18年６月 当社監査役就任(現)

計 1,518



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業及び従業員の社会的責任を十分に認識し、法の遵守と事業を通じて社会に貢献することを

企業倫理の基本理念とし、企業の発展は、その理念を基盤として追求していくものだと考えておりま

す。  

そのためには、情報開示を適時に行うことにより企業の透明性を推進し、株主様、投資家様 の信頼を

得たいと考えております。又、法や契約を遵守し、公明公正な企業行動により、金融機関、取引先、官公

庁、地域社会、従業員等のあらゆるステークホルダーとの良好な関係を維持・継続していくことが非常に

重要なことだと考えております。  

株主総会につきましては、その活性化に注力し、株主様のご意見に積極的に対応してまいります。監査

役会は、社外監査役の充実を図り、取締役の業務執行全般における法令遵守の観点から厳正な判断と具体

的な指摘を行うようにしております。監査法人の監査につきましては、監査に必要な書類（規則・規定、

議事録、契約書、伝票、証憑等）を適時に提示し、監査手続きに支障のないよう配慮し、時に応じて監査

法人と監査業務の進捗についての問題点の打ち合せを行うとともに、改善すべき指摘事項については、監

査法人の意見を尊重し対応しております。  

執行役員及び主要な幹部の昇進・異動、取締役の新任候補者、取締役の報酬等はいずれも取締役会で審

議し、決定しております。監査法人に対する監査報酬の契約については、監査役会の同意を得て、取締役

会で審議し、決定をしております。監査役の報酬については、監査役会で協議して決定しております。  

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 監査役制度及び社外取締役 

当社は監査役制度を採用しております。現在の監査役は３名で、このうち２名は社外監査役でありま

す。監査役のスタッフとしては、監査役会直轄の監査役室を設け、専従者１名をおき監査役の指示に従

い活動しております。なお、２名の社外監査役は当社との間において取引、資本、姻戚等の関係は一切

ありません。又、平成19年６月27日開催の定時株主総会において取締役は８名で、社外取締役は選任さ

れておりません。 

② 執行役員制度の導入 

当社は平成14年６月に執行役員制度を導入し、現在の執行役員は７名であります。執行役員制度導入

の理由は、取締役会の決定事項の具体的執行を速やかに行い、その効果を実現していくためでありま

す。 



③ 業務執行と内部統制 

  
 

(イ) 会社の組織 

当社の組織は、商品企画部門(８商品企画課)、営業部門(22営業課)、業務部門(総務、システム

課)、経理部門(経理課)の４部門で構成され、デザイン、品質管理、物流部門は分社方式で運営

されております。 

(ロ) 経営会議 

社長、取締役、執行役員及び関連部門長で構成され、毎月１回開催されます。 

売上、売買利益、益率、仕入投資、在庫及び経費の計画に対する進捗状況、問題点が討議さ

れ、計画の修正、問題点に対する対策等が決定されます。 

(ハ) 取締役会 

取締役、監査役で構成され、社長が議長をつとめ、会社の重要な方針(経営計画、投資計画、人

事・報酬、組織、重要な契約等)について討議し、決定します。 



④ 内部監査及び監査役監査の状況 

取締役会の元に、「業務監査委員会（10名）」が設置され、業務部長を委員長として「業務監査室」

「監査役室」「総務課」「経理課」のメンバーにより構成され、毎月１回業務監査委員会を開催し、グ

ループ全体の業務監査、重要な契約、借入及び設備投資、異常な取引、金銭取引の不正等広範にわたり

監査しております。時として実地検分、関係者の委員会への出席を要請し、内部牽制の充実に注力して

おります。 

監査役（常勤監査役１名、社外監査役２名）は、取締役会、その他の重要な会議への出席、各事業

所・部門及び主要な関係会社に対し監査計画に基づき監査を実施しております。 

 また、監査役は会計監査人から報告を受けるとともに、「業務監査委員会」と連携をとり監査の実効

性と効率性の向上を図っております。 

⑤ 会計監査の状況 

当社は会社法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく監査人として、みすず監査法人を起用して

おります。当社と同監査法人及び当社の監査に従事する業務執行社員との間には、特別な利害関係はあ

りません。当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は以下のと

おりであります。 

 
⑥ 社外監査役との関係 

当社の社外監査役２名と当社との間には、いずれも資本関係または取引関係等はありません。 

(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、「業務監査委員会」のメンバーが連携し、内部統制の状況、コンプライアン

スの状況など必要な監査を実施しております。 

(4) 役員報酬の内容 

 
 なお、上記の他使用人兼務取締役の使用人給与相当額13百万円を支払っております。 

(5) 監査報酬の内容 

当社の公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額は以下

のとおりであります。 

  みすず監査法人      26百万円 

  牟禮恵美子         1百万円    

(6) 取締役の定数    

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。   

(7) 取締役の選任 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

(8) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款

に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑

な運営を行うことを目的とするものであります。 

    業務を執行した公認会計士の氏名

    指定社員 業務執行社員   富永正行、山本宣雄

    会計監査業務に係る補助者の構成   公認会計士５名、会計士補等８名、その他４名

取締役の年間報酬総額 52百万円

監査役の年間報酬総額 14百万円(うち社外監査役4百万円)



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第59期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第60期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び第59期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 

 また、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び第60期事業年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、みすず監査法人の監査を

受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更

し、みすず監査法人となりました。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 457 1,584

 ２ 受取手形及び売掛金 ※７ 4,615 4,028

 ３ たな卸資産 3,402 1,681

 ４ 前払費用 139 147

 ５ 繰延税金資産 235 77

 ６ その他の流動資産 209 70

   貸倒引当金 △4 △5

    流動資産合計 9,055 49.5 7,583 49.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 7,932 7,023

    減価償却累計額 4,063 3,867 3,670 3,352

  (2) 土地 ※１ 3,314 3,173

  (3) その他の有形固定資産 505 519

    減価償却累計額 330 177 355 164

    有形固定資産合計 7,359 40.3 6,690 43.4

 ２ 無形固定資産 57 0.3 56 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 1,332 649

  (2) 繰延税金資産 126 232

  (3) その他の投資 413 262

    貸倒引当金 △56 △55

    投資その他の資産合計 1,814 9.9 1,088 7.1

    固定資産合計 9,231 50.5 7,835 50.8

    資産合計 18,287 100.0 15,419 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※７ 5,729 5,051

 ２ 短期借入金 ※１ 2,544 2,728

 ３ １年内返済予定 
   長期借入金

※１ 849 561

 ４ １年内償還予定の社債 200 200

 ５ 未払金 365 463

 ６ 未払費用 97 112

 ７ 未払法人税等 43 134

 ８ 賞与引当金 114 110

 ９ その他の流動負債 109 86

    流動負債合計 10,054 55.0 9,448 61.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,100 900

 ２ 長期借入金 ※１ 1,151 569

 ３ 退職給付引当金 834 641

 ４ 役員退職慰労引当金 106 89

 ５ 繰延税金負債 386 386

 ６ その他の固定負債 14 10

    固定負債合計 3,593 19.6 2,597 16.8

    負債合計 13,647 74.6 12,045 78.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 39 0.2 ─ ─

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 2,635 14.4 ─ ─

Ⅱ 資本剰余金 1,974 10.8 ─ ─

Ⅲ 利益剰余金 △18 △0.1 ─ ─

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

155 0.9 ─ ─

Ⅴ 為替換算調整勘定 2 0.0 ─ ─

Ⅵ 自己株式 ※６ △148 △0.8 ─ ─

   資本合計 4,601 25.2 ─ ─

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

18,287 100.0 ─ ─



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,635 17.1

 ２ 資本剰余金 ― ― 1,974 12.8

 ３ 利益剰余金 ― ― △1,124 △7.3

 ４ 自己株式 ― ― △148 △1.0

   株主資本合計 ― ― 3,336 21.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― △27 △0.2

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― 25 0.2

   評価・換算差額等合計 ― ― △1 △0.0

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 38 0.3

   純資産合計 ― ― 3,373 21.9

   負債及び純資産合計 ― ― 15,419 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 29,614 100.0 25,966 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 23,085 78.0 22,783 87.7

   売上総利益 6,529 22.0 3,183 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運賃及び荷造費 1,316 1,246

 ２ 販売諸費 35 133

 ３ 貸倒引当金繰入額 8 4

 ４ 役員報酬 214 196

 ５ 給料手当 2,140 2,127

 ６ 賞与引当金繰入額 88 78

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

1 1

 ８ 退職給付費用 292 144

 ９ 福利厚生費 240 257

 10 旅費交通費 206 190

 11 通信費 106 107

 12 地代家賃 326 299

 13 電算機費 257 221

 14 減価償却費 241 206

 15 その他 694 6,170 20.8 620 5,835 22.5

   営業利益又は 
   営業損失(△)

359 1.2 △2,652 △10.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び配当金 19 20

 ２ 手数料収入 14 22

 ３ 保険配当金等収入 10 9

 ４ 雑収入 18 63 0.2 21 73 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 127 116

 ２ 手形売却損 8 8

 ３ 担保設定費用 22 ―

 ４ 雑損失 14 172 0.6 12 136 0.5

   経常利益又は 
   経常損失(△)

251 0.8 △2,715 △10.4

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 714 150

 ２ 固定資産売却益 ※２ 0 1,806

 ３ 貸倒引当金戻入益 1 ―

 ４ その他 0 717 2.4 0 1,956 7.5



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 商品評価損 259 ―

 ２ 減損損失 ※６ 53 ―

 ３ 会員権評価損 23 ―

 ４ 固定資産除却損 ※３ 11 0

 ５ 役員退職慰労金 6 ―

 ６ 投資有価証券評価損 1 9

 ７ 固定資産売却損 ※４ 0 ―

 ８ 事業保険解約損 ― 20

 ９ 契約解約損 ― 24

 10 その他 ※５ 27 383 1.3 1 55 0.2

   税金等調整前当期純利益 
   又は税金等調整前当期 
   純損失(△)  

585 1.9 △814 △3.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

54 139

   法人税等調整額 303 358 1.2 149 289 1.1

   少数株主利益 4 0.0 1 0.0

   当期純利益又は 
   当期純損失(△)

221 0.7 △1,104 △4.2



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,974

Ⅱ 資本剰余金期末残高 1,974

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △237

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 221 221

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 役員賞与 2 2

Ⅲ 利益剰余金期末残高 △18



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,635 1,974 △18 △148 4,442

連結会計年度中の変動額

 役員賞与(注) △1 △1

 当期純損失 △1,104 △1,104

 自己株式の取得 △0 △0

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△1,105 △0 △1,106

平成19年３月31日残高(百万円) 2,635 1,974 △1,124 △148 3,336

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 155 2 158 39 4,640

連結会計年度中の変動額

 役員賞与(注) △1

 当期純損失 △1,104

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△182 22 △159 △0 △160

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△182 22 △159 △0 △1,266

平成19年３月31日残高(百万円) △27 25 △1 38 3,373



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益又は税金等調整 
   前当期純損失(△)

585 △814

   減価償却費 303 271
   減損損失 53 ―
   投資有価証券評価損 1 9
   投資有価証券売却益 △714 △150
   有形固定資産売却益 △0 △1,806
   会員権評価損 23 ―
   有形固定資産売却損 0 ―
   有形固定資産除却損 11 0
   事業保険解約損 ― 20
   貸倒引当金増減額(△減少額) △19 △0
   賞与引当金増減額(△減少額) △34 △3
   役員退職慰労引当金増減額 
   (△減少額)

△3 △16

   退職給付引当金増減額 
   (△減少額)

△63 △192

   受取利息及び受取配当金 △19 △20
   支払利息 127 116
   売上債権の増減額(△増加額) 212 590
   棚卸資産の増減額(△増加額) △196 1,722
   仕入債務の増減額（△減少額） 40 △679
   その他資産の増減額(△増加額) 109 165
   その他負債の増減額(△減少額) △207 80
   役員賞与の支払額 △2 △1
    小計 206 △707
   利息及び配当金の受取額 19 20
   利息の支払額 △127 △111
   法人税等の支払額 △53 △49
   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

44 △848

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
   投資有価証券の取得による支出 △1,290 △5
   投資有価証券の売却による収入 1,893 549
   有形固定資産等の取得 
   による支出

△99 △22

   有形固定資産等の売却 
   による収入

2 2,245

   事業保険の解約による収入 ― 93
   定期預金の預け入れによる支出 △26 △12
   定期預金の解約による収入他 54 31
   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

533 2,879

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
   短期借入金の増減額(△減少額) △167 184
   長期借入金による収入 630 ―
   長期借入金の返済による支出 △1,571 △874
   社債の償還による支出 △200 △200
   自己株式の増減額(△増加額) △42 △0
   少数株主への配当金の支払額 △1 △1
   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,353 △891

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

17 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (△減少額)

△757 1,144

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,187 430
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 430 1,574



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数は22社であり、非連結子会社はあり

ません。連結子会社名は、「１ 企業の概況  ４

関係会社の状況」に記載しているため省略しており

ます。なお、当連結会計年度において連結子会社の

数は連結子会社の清算により７社減少しました。

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数は21社であり、非連結子会社はあり

ません。連結子会社名は、「１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載しているため省略しており

ます。なお、連結子会社であった㈱ウルトは平成18

年５月31日に清算しております。

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項は

ありません。

２ 持分法の適用に関する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

  連結子会社のうち、喜楽客思紡織品(上海)有限公司

及び青島喜楽客思服装有限公司の決算期は12月31日

であります。なお、連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。)

    時価のないもの…移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。)

    時価のないもの…同左

  ② たな卸資産

   商品…………………………総平均法による低価

法

   製品・仕掛品・原材料……先入先出法による原

価法

   貯蔵品………………………最終仕入原価法によ

る原価法

  ② たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産の減価償却の方法

    建物及び構築物…定額法

    その他……………定率法

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
    建物及び構築物……３～50年  
    その他………………３～15年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産の減価償却の方法

    建物及び構築物…定額法
   その他……………定率法
        なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
        建物及び構築物……３～47年  
     その他………………３～15年

  ② 無形固定資産の減価償却の方法

    定額法

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づいており

ます。

  ② 無形固定資産の減価償却の方法

同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金…債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別の回

収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金…同左

  ② 賞与引当金…従業員の賞与の支払いにあてるた

め、当期に負担すべき翌期の支給見込額を計上

しております。

  ② 賞与引当金…同左

  ③ 退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。また、親会社は総合設立型厚生年金基金制

度を有しておりますが、自社の拠出に対応する

年金資産の額を合理的に計算することができな

いため、掛金拠出額(会社負担分)を費用処理し

ております。数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)による定額法により

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

  ③ 退職給付引当金…同左

  ④ 役員退職慰労引当金…役員の退職により支給す

る退職慰労金にあてるため、内規に基づく期末

要支給額の100％相当額を計上しております。

  ④ 役員退職慰労引当金…同左

 (4) 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社の資産及び負

債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

 (4) 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社の資産及び負

債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上

しております。

          

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  該当事項はありません。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

  該当事項はありません。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は連結会社の利益処分について連

結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

─

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 固定資産の減損に係る会計基準

  当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号)を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、税

金等調整前当期純利益は、53百万円少なく計上されて

おります。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。

─

─

２ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

  当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号)を適用しております。 

 これにより損益に与える影響はありません。なお、

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は3,334百

万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 担保に供している資産

   投資有価証券1,123百万円、土地2,445百万円、建

物2,438百万円、構築物109百万円を短期借入金

1,500百万円、１年内返済予定長期借入金746百万

円、長期借入金1,045百万円の担保に供しており

ます。

   現金及び預金(定期預金)27百万円をL/C開設保証

金として担保に供しております。

※１ 担保に供している資産

   投資有価証券588百万円、土地3,069百万円、建物

2,661百万円、構築物98百万円を短期借入金1,788

百万円、１年内返済予定長期借入金523百万円、

長期借入金555百万円の担保に供しております。

   現金及び預金(定期預金)10百万円をL/C開設保証

金として担保に供しております。

 ２ 債務保証

  従業員の金融機関からの借入金19百万円について債

務保証を行っております。

 ２ 債務保証

  従業員の金融機関からの借入金20百万円について債

務保証を行っております。

 ３ 受取手形割引高          551百万円  ３ 受取手形割引高           445百万円

 ４ 当社グループ(当社及び連結子会社)は、運転資金

の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越

契約を締結しております。  

 

   当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度 2,100百万円

借入実行残高 1,720百万円

差引額 380百万円

 ４ 当社グループ(当社及び連結子会社)は、運転資金

の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越

契約を締結しております。 

  

   当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度 1,850百万円

借入実行残高 1,730百万円

差引額 120百万円

※５ 発行済株式総数  普通株式   22,700,000株 ※５          ─

※６ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数

  普通株式               556,081株

※６                   ─

※７                 ─ ※７  連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。

   受取手形              ０百万円

   支払手形              ０百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 低価法による評価減ならびに陳腐化等による評価

減７百万円が売上原価に含まれております。

※１ 低価法による評価減ならびに陳腐化等による評価

減251百万円が売上原価に含まれております。

※２ 固定資産売却益の内訳は、車両売却０百万円であ

ります。

※２ 固定資産売却益の内訳は、当社大阪本社の土地及

び建物等売却1,806百万円であります。

※３ 固定資産除却損の内訳は、建物及び構築物11百万

円であります。

※３ 固定資産除却損の内訳は、器具及び備品０百万円

であります。

※４ 固定資産売却損の内訳は、その他０百万円であり

ます。

※４          ─

※５ 特別損失のその他は、裁判費用等27百万円であり

ます。

※５ 特別損失のその他は、ゴルフ会員権評価損等１百

万円であります。

 

 

※６ 減損損失 当社グループは、以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

①減損の対象となった資産グループ 

場所 用途 種類

大阪市中央区他  売場及び事務所  建物及び土地 

②減損損失の内訳 

種類 減損損失(百万円) 

建物 5

土地 0

その他有形固定資産 3

無形固定資産 1

リース資産 42

合計  53

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小
単位として、主として事業の種類を基本単位としてグル
ーピングしております。その結果、収益性の悪化によ
り、回収可能価額が帳簿価額（リース資産についてはみ
なし帳簿価額）を下回った上記資産グループの帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少金額を減損損失
（53百万円）として特別損失に計上しました。なお、当
該資産グループの回収可能価額は、正味売却可能価額に
より算定しております。正味売却可能価額は、不動産鑑
定評価額等を基に算定しております。  
 

※６          ─



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   2,183株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
該当事項はありません。 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 22,700 － － 22,700

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 556,081 2,183 － 558,264

該当事項はありません。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 457百万円

預金期間が３ヵ月を
超える定期預金

△27百万円

現金及び現金同等物 430百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,584百万円

預金期間が３ヵ月を
超える定期預金

△10百万円

現金及び現金同等物 1,574百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

器具及び 
備品 
(その他)

840 559 33 247

機械及び 
装置 
(その他)

829 474 － 354

その他 432 202 9 220

合計 2,102 1,235 42 823

(注) その他は主としてコンピュータのソフト開発費

用であります。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

器具及び
備品 
(その他)

589 334 32 223

機械及び
装置 
(その他)

678 389 － 288

その他 351 163 10 177

合計 1,619 887 42 689

(注) その他は主としてコンピュータのソフト開発費

用であります。

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産 

  減損勘定期末残高

  未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 290百万円

 １年超 614百万円

 計 904百万円

リース資産減損勘定残高 25百万円

  (注)リース資産減損勘定残高は、連結貸借対照表の
 「その他の流動負債」及び「その他の固定負債」に 
  含まれております。

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産 

  減損勘定期末残高

 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 236百万円

 １年超 505百万円

 計 741百万円

リース資産減損勘定残高 15百万円

(注)リース資産減損勘定残高は、連結貸借対照表の 
 「その他の流動負債」及び「その他の固定負債」に 
  含まれております。

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 391百万円

リース資産減損勘定取崩額 17百万円

減価償却費相当額 352百万円

支払利息相当額 37百万円

減損損失 42百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 329百万円

リース資産減損勘定取崩額 9百万円

減価償却費相当額 295百万円

支払利息相当額 33百万円

減損損失 ―

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損１百万円を計上しております。 

  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

(3) 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

① 株式 893 1,201 308

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 893 1,201 308

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

① 株式 165 118 △46

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 165 118 △46

合計 1,058 1,320 261

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

2,057 714 ―

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 11



次へ 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損９百万円を計上しております。 

  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

(3) 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

① 株式 288 354 66

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 288 354 66

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

① 株式 370 285 △84

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 370 285 △84

合計 658 639 △18

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

549 150 ―

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 9



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しており

ませんので該当事項はありません。

同左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して、厚生年金基金制度(※)、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けております。

   提出会社については、第30期より従来の退職金制

度に加えて適格退職年金制度を採用しておりました

が、昭和60年７月において退職金制度の見直しを行

い、適格退職年金部分を全体の退職金の約80％(従

来は60％)に変更しました。

 

  (※)当社は、総合設立型厚生年金基金である大阪ニ

ット厚生年金基金に加入しております。なお、納

入告知割合により計算した年金資産の額は2,720

百万円であります。

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して、厚生年金基金制度(※)、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けております。

   提出会社については、第30期より従来の退職金制

度に加えて適格退職年金制度を採用しておりました

が、昭和60年７月において退職金制度の見直しを行

い、適格退職年金部分を全体の退職金の約80％(従

来は60％)に変更しました。

 

  (※)当社は、総合設立型厚生年金基金である大阪ニ

ット厚生年金基金に加入しております。なお、納

入告知割合により計算した年金資産の額は3,159

百万円であります。

２ 退職給付債務に関する事項

 ①退職給付債務 2,026百万円

  (内訳)

 ②未認識数理計算上の差異 △228

 ③年金資産 1,421

 ④退職給付引当金 834

２ 退職給付債務に関する事項

 ①退職給付債務 1,816百万円

  (内訳)

 ②未認識数理計算上の差異 △230

 ③年金資産 1,404

 ④退職給付引当金 641

３ 退職給付費用に関する事項

 ①勤務費用 109百万円

 ②利息費用 53

 ③期待運用収益 △32

 ④数理計算上の差異の費用処理額 5

 ⑤厚生年金基金掛金拠出額 158

 ⑥退職給付費用 292

３ 退職給付費用に関する事項

 ①勤務費用 97百万円

 ②利息費用 50

 ③期待運用収益 △35

 ④数理計算上の差異の費用処理額 △119

 ⑤厚生年金基金掛金拠出額 151

 ⑥退職給付費用 144

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 ①退職給付見込額期間配分方法   期間定額基準

 ②割引率 2.5％

 ③期待運用収益率 2.5％

 ④数理計算上の差異の処理年数 3年

 (各連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による按分額を費用処理する方

法。ただし、発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 ①退職給付見込額期間配分方法   期間定額基準

 ②割引率 2.5％

 ③期待運用収益率 2.5％

 ④数理計算上の差異の処理年数 3年

 (各連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による按分額を費用処理する方

法。ただし、発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。)



(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至平成19年３月31日）  

  該当事項はありません。 



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 退職給付引当金 336百万円

 貸倒引当金 12

 役員退職慰労引当金 43

 投資有価証券評価損 18

 賞与引当金 40

 未実現固定資産売却益 304

 繰越欠損金 679

 商品評価損 114

 会員権評価損 21

 その他有価証券評価差額金 19

 その他 45

 繰延税金資産小計 1,636

 評価性引当額 △1,067

 繰延税金資産合計 569

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △140

 土地評価差額 △324

 その他有価証券評価差額金 △125

 その他 △4

 繰延税金負債合計 △594

繰延税金資産の純額 △24

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 退職給付引当金 268百万円

 貸倒引当金 13

 役員退職慰労引当金 36

 投資有価証券評価損 20

 賞与引当金 41

 未実現固定資産売却益 303

 未実現投資有価証券売却益 22

 繰越欠損金 1,299

 商品評価損 31

 会員権評価損 21

 その他有価証券評価差額金 38

 減損損失 13

 その他 26

 繰延税金資産小計 2,139

 評価性引当額 △1,732

 繰延税金資産合計 407

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △130

 土地評価差額 △324

 その他有価証券評価差額金 △26

 その他 △2

 繰延税金負債合計 △484

繰延税金資産の純額 △77

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 法定実効税率 40.69％

 (調整)

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目

8.22％

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目

△1.48％

 評価性引当金 26.98％

 住民税等均等割額 1.71％

 税務上の繰越欠損金の利用 △15.09％

 その他 0.28％

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率

61.30％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上し
ているため記載を省略しております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は製品の種類、性質、販売方法の類似性に基づき分類しています。 

２ 事業の主要な製品 

   衣料品：インナーウェア(肌着、ランジェリー・ファンデーション、ホームウェア)、アウトウェア(シャ

ツ、ブラウス、セーター、ユニフォーム等) 

   不動産：不動産の賃貸 

   その他：コンピュータのハードウェア・ソフトウェア、その他関連サプライ等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は105百万円であり、その主なもの

は当社の本社管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は1,566百万円であり、その主なものは当社の現預金、

投資有価証券であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計期間より「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

  

衣料品事業 
(百万円)

不動産事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

28,847 ― 766 29,614 ― 29,614

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高

7 867 91 965 (965) ―

計 28,855 867 857 30,580 (965) 29,614

   営業費用 28,995 308 811 30,115 (860) 29,255

    営業利益又は 
    営業損失(△)

△140 559 46 465 (105) 359

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 
損失及び資本的支出

   資産 11,470 7,066 388 18,924 (637) 18,287

   減価償却費 93 208 1 303 ― 303

   減損損失 53 ― ― 53 ― 53

   資本的支出 90 9 0 99 ― 99



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は製品の種類、性質、販売方法の類似性に基づき分類しています。 

２ 事業の主要な製品 

   衣料品：インナーウェア(肌着、ランジェリー・ファンデーション、ホームウェア)、アウトウェア(シャ

ツ、ブラウス、セーター、ユニフォーム等) 

   不動産：不動産の賃貸 

   その他：コンピュータのハードウェア・ソフトウェア、その他関連サプライ等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は109 百万円であり、その主なもの

は当社の本社管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は1,995百万円であり、その主なものは当社の現預金、

投資有価証券であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４

月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額に占める「日本」の割合がいずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４

月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４

月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

衣料品事業 
(百万円)

不動産事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

25,282 ― 683 25,966 ― 25,966

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高

6 811 92 909 (909) ―

計 25,288 811 775 26,876 (909) 25,966

   営業費用 28,423 256 747 29,427 （808) 28,618

    営業利益又は 
    営業損失(△)

△3,134 554 28 △2,551 (101) △2,652

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 
損失及び資本的支出

   資産 8,960 6,484 355 15,799 (380) 15,419

   減価償却費 88 181 1 271 ― 271

   資本的支出 19 2 ― 22 ― 22



(企業結合等関係) 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日）  

  該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至平成19年３月31日）  

  該当事項はありません。 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 207.78円 １株当たり純資産額 150.61円

１株当たり当期純利益 9.94円 １株当たり当期純損失 49.96円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、1株当たり当期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 
(百万円)

― 3,373

普通株式に係る純資産額(百万円) 3,334

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分
― 38

普通株式の発行済株式数(千株) ― 22,700

普通株式の自己株式数(千株) ― 558

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数(千株)

― 22,141

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益又は、当期純損失(△)(百万円) 221 △1,104

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

(うち、利益処分による役員賞与金) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は、当期純損

失(△)(百万円)
221 △1,104

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,289 22,142



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ (内書)は、１年内償還予定額であります。 

２ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

シルバーオックス 
㈱

第１回無担保社債
平成15年 
２月26日

500 500 1.450 なし
平成22年
２月26日

〃 第３回無担保社債
平成17年 
３月31日

800(200) 600(200) 1.345 なし
平成22年
３月25日

合計 ― ― 1,300(200) 1,100(200) ― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

200 200 700 ─ ─

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 2,544 2,728 2.197 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 849 561 2.620 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,151 569 2.937 平成22年6月30日

計 4,545 3,858 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 319 220 29 ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第59期

(平成18年３月31日)
第60期 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 240 1,352

 ２ 受取手形
※５, 
９

70 95

 ３ 売掛金 ※５ 3,754 3,125

 ４ 商品 3,335 1,558

 ５ 前払費用 58 74

 ６ 未収入金 ※５ 277 222

 ７ 短期貸付金 0 21

 ８ １年内回収の関係会社 
   長期貸付金

256 256

 ９ 繰延税金資産 175 －

 10 その他の流動資産 11 8

   貸倒引当金 △0 △1

    流動資産合計 8,181 42.2 6,714 40.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※６ 4,685 3,758

    減価償却累計額 2,274 2,411 1,755 2,003

  (2) 構築物 ※６ 190 182

    減価償却累計額 109 80 115 67

  (3) 車両 19 19

    減価償却累計額 17 1 18 1

  (4) 器具及び備品 114 110

    減価償却累計額 95 18 92 18

  (5) 土地 ※６ 1,666 1,525

    有形固定資産合計 4,178 21.5 3,615 21.8

 ２ 無形固定資産

  (1) 電話加入権 7 7

  (2) その他の無形固定資産 1 0

    無形固定資産合計 9 0.1 8 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※６ 1,255 590

  (2) 関係会社株式 2,245 2,271

  (3) 関係会社出資金 455 392

  (4) 関係会社長期貸付金 2,885 2,849

  (5) 更生債権等 24 22

  (6) 差入保証金 101 96

  (7) 事業保険払込金 110 －

  (8) その他の投資 57 57

    貸倒引当金 △105 △54

    投資その他の資産合計 7,029 36.2 6,224 37.6

    固定資産合計 11,216 57.8 9,849 59.5

    資産合計 19,397 100.0 16,563 100.0



第59期
(平成18年３月31日)

第60期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 4,004 3,797

 ２ 買掛金 ※５ 1,772 1,333

 ３ 短期借入金 ※６ 2,100 2,250

 ４ 一年内返済予定 
   長期借入金

※６ 225 182

 ５ 一年内償還予定の社債 200 200

 ６ 未払金 ※５ 493 495

 ７ 未払費用 11 13

 ８ 未払法人税等 11 10

 ９ 未払消費税等 11 －

 10 賞与引当金 28 37

 11 その他の流動負債 25 17

    流動負債合計 8,883 45.8 8,337 50.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,100 900

 ２ 長期借入金 ※６ 444 262

 ３ 退職給付引当金 822 629

 ４ 役員退職慰労引当金 93 77

 ５ 関係会社支援損失引当金 442 607

 ６ 敷金 58 53

 ７ 繰延税金負債 195 75

 ８ その他の固定負債 14 10

    固定負債合計 3,171 16.3 2,615 15.8

    負債合計 12,055 62.1 10,953 66.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 2,635 13.6 ─ ─

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 1,974 ─

   資本剰余金合計 1,974 10.2 ─ ─

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 647 ─

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 121 ─

  (2) 別途積立金 2,200 ─

 ３ 当期未処理損失（△） △259 ─

   利益剰余金合計 2,708 14.0 ─ ─

Ⅳ その他有価証券評価差額金 172 0.9 ─ ─

Ⅴ 自己株式 ※２ △148 △0.8 ─ ─

   資本合計 7,342 37.9 ─ ─

   負債及び資本合計 19,397 100.0 ─ ─



 
  

第59期
(平成18年３月31日)

第60期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,635 15.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,974

   資本剰余金合計 ― ― 1,974 11.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 647

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 1,790

    固定資産圧縮積立金 ― 107

    繰越利益剰余金 ― △1,406

   利益剰余金合計 ― ― 1,137 6.9

 ４ 自己株式 ― ― △148 △0.9

   株主資本合計 ― ― 5,598 33.8

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券 
   評価差額金

― ― 11

   評価・換算差額等合計 ― ― 11 0.1

   純資産合計 ― ― 5,610 33.9

   負債及び純資産合計 ― ― 16,563 100.0



② 【損益計算書】 

  
第59期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 23,265 100.0 20,005 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品棚卸高 3,151 3,335

 ２ 当期商品仕入高 18,464 16,398

    合計 21,616 19,734

 ３ 他勘定振替高 ※１ 259 －

 ４ 期末商品棚卸高 ※１ 3,335 18,020 77.5 1,558 18,175 90.9

   売上総利益 5,244 22.5 1,829 9.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運賃及び荷造費 351 319

 ２ 物流作業委託費 1,389 1,295

 ３ 広告宣伝費 13 5

 ４ 販売諸費 2,040 1,785

 ５ 貸倒引当金繰入額 － 4

 ６ 役員報酬 77 80

 ７ 給料手当 365 371

 ８ 賞与引当金繰入額 28 37

 ９ 退職給付費用 57 △8

 10 福利厚生費 80 81

 11 旅費交通費 105 98

 12 通信費 57 46

 13 事務費 195 213

 14 地代家賃 71 71

 15 電算機費 171 149

 16 減価償却費 12 2

 17 その他 200 5,219 22.4 215 4,771 23.8

  営業利益又は営業損失(△) 24 0.1 △2,941 △14.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※２ 75 72

 ２ 受取配当金 ※２ 23 112

 ３ 保険配当金等収入 10 －

 ４ 雑収入 14 124 0.5 24 209 1.1



第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 69 81

 ２ 手形売却損 8 8

 ３ 担保設定費用 14 ―

 ４ 事業保険の差損 0 ―

 ５ 雑損失 4 96 0.4 3 93 0.5

  経常利益又は経常損失(△) 52 0.2 △2,824 △14.1

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 4 ―

 ２ 投資有価証券売却益 714 150

 ３ 固定資産売却益 ※３ 0 720 3.1 1,806 1,956 9.8

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券評価損 1 ―

 ２ 関係会社支援損失引当金 
   繰入額

190 165

 ３ 関係会社支援金 ※２ 113 190

 ４ 関係会社株式評価損 110 91

 ５ 関係会社出資金評価損 67 62

 ６ 関係会社整理損 10 0

 ７ 商品評価損 259 ―

 ８ 会員権評価損 23 1

 ９ 減損損失 ※６ 53 ―

 10 固定資産除却損 ※４ ― 0

 11 その他 ※５ 27 858 3.7 20 532 2.7

   税引前当期純損失(△) △84 △0.4 △1,400 △7.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

7 5

   法人税等調整額 319 326 1.3 165 170 0.9

   当期純損失(△) △410 △1.7 △1,570 △7.9

   前期繰越利益 151 ―

   当期未処理損失(△) △259 ―



③ 【損失処理計算書】 

                

 
    (注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

第59期
(平成18年６月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処理損失 259

Ⅱ 損失処理額

 １ 任意積立金取崩額

 (１) 固定資産圧縮 
    積立金取崩額

6

 (２) 別途積立金 
    取崩額

410 416

Ⅲ 次期繰越利益 157



④ 【株主資本等変動計算書】 

第60期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注)1.平成18年６月の定時株主総会における損失処理による取崩しが６百万円含まれております。 

  2.平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本金

資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計資本準備金

資本剰余

金合計
別途積立金

固定資産圧

縮積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,635 1,974 1,974 647 2,200 121 △259 2,708 △148 7,170

事業年度中の変動額

 別途積立金の取崩(注2) △410 410

 固定資産圧縮積立金の取崩(注1) △13 13

 当期純損失(△) △1,570 △1,570 △1,570

 自己株式の取得 △0 △0

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△410 △13 △1,147 △1,570 △0 △1,571

平成19年３月31日残高(百万円) 2,635 1,974 1,974 647 1,790 107 △1,406 1,137 △148 5,598

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 172 172 7,342

事業年度中の変動額

 別途積立金の取崩(注2)

 固定資産圧縮積立金の取崩(注1)

 当期純損失(△) △1,570

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△160 △160 △160

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△160 △160 △1,731

平成19年３月31日残高(百万円) 11 11 5,610



重要な会計方針 

  
第59期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式   移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式   同左

 (2) その他有価証券

   時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。)

 (2) その他有価証券

   時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。)

   時価のないもの 移動平均法による原価法    時価のないもの 同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

  たな卸資産の評価基準及び評価方法は、総平均法に

よる低価法によっております。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 減価償却の方法

 (1) 有形固定資産の減価償却の方法

   建物、構築物…………定額法

   車両、器具及び備品…定率法

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

    建物…………………３～50年  
    構築物………………10～45年  
    車両………………………６年  
    器具及び備品………３～15年 

３ 減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産の減価償却の方法

       建物、構築物…………定額法

      車両、器具及び備品…定率法
        なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
      建物…………………３～47年  

     構築物………………10～45年  
     車両………………………６年  
     器具及び備品………３～15年 

 (2) 無形固定資産の減価償却の方法 

   定額法

 (2) 無形固定資産の減価償却の方法

同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金……………債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別の回収不能

見込額を計上しておりま

す。

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金………同左

 (2) 賞与引当金……………従業員の賞与の支払いにあ

てるため、当期に負担すべ

き翌期の支給見込額を計上

しております。

 (2) 賞与引当金………同左



 
  

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 退職給付引当金………従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ております。また、当社は

総合設立型厚生年金基金制

度を有しておりますが、自

社の拠出に対応する年金資

産の額を合理的に計算する

ことができないため、掛金

拠出額(会社負担分)を費用

処理しております。

             数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(３年)によ

る定額法により按分し、そ

れぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

 (3) 退職給付引当金………同左

 (4) 役員退職慰労引当金…役員の退職により支給する

退職慰労金にあてるため、

内規に基づく期末要支給額

の100％相当額を計上して

おります。

 (4) 役員退職慰労引当金…同左

 (5) 関係会社支援損失引当金…債務超過等関係会社の

支援に係る損失に備えるた

め、関係会社の財政状態を

勘案し、損失負担見込額を

計上しております。

 (5) 関係会社支援損失引当金…同左

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同左

６ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。

６ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



会計処理方法の変更 

  

 
  

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、税引

前当期純利益は53百万円少なく計上されております。

―

─

 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

5,610百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
第59期 

(平成18年３月31日)
第60期

(平成19年３月31日)

 

※１ 授権株式数      普通株式 80,000,000株

   発行済株式総数    普通株式 22,700,000株

１          ─

※２ 当社が保有する自己株式の数

              普通株式   556,081株

２             ─

 ３ 債務保証

   下記の関係会社等の銀行借入金について債務保証

を行っております。

(イ)シロックス㈱ 644百万円

(ロ)シロックス東京物流㈱ 315 

(ハ)シロックス大阪物流㈱ 138

(ニ)㈱上野ウィング 129

(ホ)喜楽客思紡織品(上海) 

  有限公司
68

(ヘ)㈱ニューウェイ 60

(ト)㈱イン・アウト 60

(チ)㈱東京ウルト 59

(リ)㈱マッキャージュ 54

(ヌ)㈱アクティーエス 42

(ル)㈱アルガ 38

(ヲ)従業員 19

計 1,629

 

３ 債務保証

   下記の関係会社等の銀行借入金について債務保証

を行っております。

(イ)シロックス㈱ 375百万円

(ロ)シロックス東京物流㈱ 175

(ハ)㈱上野ウィング 98

(ニ)喜楽客思紡織品(上海) 

  有限公司
53

(ホ)㈱ニューウェイ 40

(ヘ)㈱イン・アウト 40

(ト)㈱アクティーエス 37

(チ)シロックス大阪物流㈱ 35

(リ)㈱アルガ 35

(ヌ)従業員 20

計 909

 ４ 受取手形割引高           551百万円  ４ 受取手形割引高          445百万円

※５ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 38百万円

未収入金 110

支払手形及び買掛金 266

未払金 443

※５ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 66百万円

未収入金 180

支払手形及び買掛金 311

未払金 362

※６ 建物              2,084百万円  

構築物               72百万円  

土地              1,521百万円 

投資有価証券                    1,067百万円

上記資産を短期借入金1,500百万円、1年内返済予

定長期借入金153百万円、長期借入金415百万円及

びシロックス㈱他の金融機関からの借入金の担保

に供しております。

※６ 建物              1,971百万円 

構築物               65百万円 

土地              1,521百万円 

投資有価証券                     546百万円

上記資産を短期借入金1,700百万円、1年内返済予

定長期借入金153百万円、長期借入金262百万円及

びシロックス㈱他の金融機関からの借入金の担保

に供しております。

  ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度 1,900百万円

借入実行残高 1,600百万円

差引額 300百万円
 

  ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度 1,650百万円

借入実行残高 1,650百万円

差引額 0百万円

 ８ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は172百

万円であります。

 ８          ─ 

 

 



  

 
  

第59期  
(平成18年３月31日)

第60期 
(平成19年３月31日)

 ９          ─ ※９ 期日満期手形 

期日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれております。 

 受取手形             0百万円



(損益計算書関係) 

  

 
  

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 低価法による評価減ならびに陳腐化等による評価

減７百万円が売上原価に含まれております。

   なお、他勘定振替高の内容は、商品評価損を特別

損失に振替えたものであります。

※１ 低価法による評価減ならびに陳腐化等による評価

減251百万円が売上原価に含まれております。

 

※２ 関係会社との取引に係るもの

   関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息 75百万円

受取配当金 7百万円

関係会社支援金 113百万円

※２ 関係会社との取引に係るもの

   関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息 72百万円

受取配当金 97百万円

関係会社支援金 190百万円

※３  固定資産売却益 

            ─  

 

※３ 固定資産売却益 

    土地、建物等            1,806百万円

※４ 固定資産除却損
─

※４ 固定資産除却損
器具及び備品           0百万円

※５ その他 

     特別損失のその他は、裁判費用等27百万円であり 

      ます。

※５ その他 

     特別損失のその他は、保険解約金等20百万円であ 

      ります。

 

 

※６ 減損損失

①減損の対象となった資産グループ 

場所 用途 種類

大阪市中央区他  売場及び事務所 建物及び土地

②減損損失の内訳 

種類 減損損失(百万円) 

建物 5

土地 0

その他有形固定資産 3

無形固定資産 1

リース資産 42

合計  53

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、主として事業の種類を基本単位としてグルーピング

しております。その結果、収益性の悪化により、回収可

能価額が帳簿価額（リース資産についてはみなし帳簿価

額）を下回った上記資産グループの帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少金額を減損損失として特別損

失に計上しました。なお、当該資産グループの回収可能

価額は、正味売却可能価額により算定しております。正

味売却可能価額は、不動産鑑定評価額等を基に算定して

おります。 

※６                   ─



(株主資本等変動計算書関係) 

第60期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    2,183株 

  

(リース取引関係) 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 556,081 2,183 － 558,264

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

減損損失累
計額相当額 
(百万円）

期末残高
相当額 
(百万円)

器具及び備品 533 392 19 121

その他 111 70 5 34

合計 645 463 25 156

(注) その他は主としてコンピュータのソフト開発費

用であります。

 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

減損損失累
計額相当額 
(百万円）

期末残高 
相当額 

(百万円)

器具及び備品 305 181 32 92

その他 52 17 10 24

合計 358 198 42 116

(注) その他は主としてコンピュータのソフト開発費

用であります。

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高
    未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 82百万円

 １年超 104百万円

 計 187百万円

 リース資産減損勘定期末残高   25百万円

(注)リース資産減損勘定期末残高は、貸借対照表の「そ

の他の流動負債」及び「その他の固定負債」に含

まれています。

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高
   未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 46百万円

 １年超 90百万円

 計 136百万円

  リース資産減損勘定期末残高 15百万円

(注)リース資産減損勘定期末残高は、貸借対照表の「そ

の他の流動負債」及び「その他の固定負債」に含

まれています。

 (3) 当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 141百万円

リース資産減損勘定取崩額 17百万円

減価償却費相当額 133百万円

支払利息相当額 7百万円

減損損失 42百万円

 (3) 当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 90百万円

リース資産減損勘定取崩額 9百万円

減価償却費相当額 83百万円

支払利息相当額 6百万円

減損損失  ─

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度平成18年３月31日現在及び当事業年度平成19年３月31日現在のいずれにおいても子会社

株式で時価のあるものはありません。 

(税効果会計関係) 

  

 
  

第59期 
(平成18年３月31日)

第60期
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

   退職給付引当金  334百万円

   貸倒引当金 36

   役員退職慰労引当金 38

   賞与引当金 11

   関係会社支援損失引当金 180

   繰越欠損金 440

   商品評価損 114

   投資有価証券評価損 8

   関係会社株式評価損 51

   関係会社出資金評価損 28

   減損損失 14

   その他 8

   繰延税金資産小計 1,266

   評価性引当額 △1,090

   繰延税金資産合計 175

  繰延税金負債

   固定資産圧縮積立金 △77

   その他有価証券評価差額金 △118

   繰延税金負債小計 △195

  繰延税金資産の純額 △20

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

  退職給付引当金 266百万円

   貸倒引当金 13

   役員退職慰労引当金 31

   賞与引当金 15

   関係会社支援損失引当金 247

   繰越欠損金 1,065

   商品評価損 30

   投資有価証券評価損 8

   関係会社株式評価損 82

   関係会社出資金評価損 53

   減損損失 13

   その他 8

   繰延税金資産小計 1,835

   評価性引当額 △1,835

   繰延税金資産合計 0

  繰延税金負債

   固定資産圧縮積立金 △67

   その他有価証券評価差額金 △8

   繰延税金負債小計 △75

  繰延税金資産の純額 △75

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の内訳

  当期は税引前当期純損失を計上しているため記載を

省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の内訳

  同左



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純損失金額 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 331.57円 １株当たり純資産額 253.38円

１株当たり当期純損失 18.43円 １株当たり当期純損失 70.95円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

項目
第59期

(平成18年３月31日)
第60期

(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 5,610

普通株式に係る純資産額(百万円) 5,610

差額の主な内訳(百万円)
 

― ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 22,700

普通株式の自己株式数(千株) ― 558

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数(千株)

― 22,141

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第60期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純損失(百万円) 410 1,570

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(百万円) 410 1,570

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,289 22,142



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券

㈱三井住友フィナンシャルグループ 130.138 139

三菱レイヨン㈱ 100,000 78

イオン㈱ 20,066 47

㈱イズミ 20,012 43

富士火災海上保険㈱ 66,600 32

㈱サトー 13,431 31

㈱丸久 21,138 27

㈱アークス 15,053 25

㈱ライフコーポレーション 15,418 23

㈱平和堂 10,010 18

㈱フジ 9,140 17

㈱タイヨー 12,408 15

㈱オークワ 8,458 14

ユニー㈱ 8,534 13

しまむら㈱ 1,034 13

その他 25銘柄 45,494.84 49

計 366,926.978 590



【有形固定資産等明細表】 

  

  

 
(注) １ 当期減少額のうち主なものは、土地、建物の売却によるものであります。 

２ 無形固定資産の金額が、資産の総額の100分の１以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期

減少額」の記載を省略しております。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」のうち、洗替によるものは0百万円であります。 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 4,685 ― 927 3,758 1,755 114 2,003

 構築物 190 ― 7 182 115 7 67

 車両 19 ― ― 19 18 0 1

 器具及び備品 114 ― 3 110 92 0 18

 土地 1,666 ― 140 1,525 ― ― 1,525

有形固定資産計 6,675 ― 1,076 5,596 1,981 122 3,615

無形固定資産

 電話加入権 ― ― ― 7 ― ― 7

 その他の 
 無形固定資産

― ― ― 20 20 0 0

無形固定資産計 ― ― ― 27 20 0 8

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 106 4 55 0 56

賞与引当金 28 37 28 ― 37

役員退職慰労引当金 93 ― 15 ― 77

関係会社支援損失引当金 442 165 ― ― 607



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 資産の部 

(a) 現金及び預金 

  

 
  

  

(b) 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

  

区分 金額(百万円)

現金 6

預金

当座預金 337

普通預金 1,007

郵便貯金 1

預金計 1,346

合計 1,352

相手先 金額(百万円)

秋田シルバーオックス㈱ 31

㈱オギノ 14

㈱ベルーナ 10

㈱アルガ 6

㈱義津屋 4

フレンドリー㈱ 3

その他 24

合計 95

期日 金額(百万円)

 平成19年３月満期       0

  〃  ４月 〃  26

  〃  ５月 〃  26

  〃  ６月 〃  26

  〃  ７月 〃  15

合計 95



(c) 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 上記金額は消費税等を含んでおります。 

  

  

  

(d) 商品 

  

 
  

  

相手先 金額(百万円)

㈱しまむら 198

㈱田原屋 130

㈱ライフコーポレーション 115

㈱イズミ 86

㈱マルショク 82

その他 2,513

合計 3,125

前期繰越高 
 

(Ａ) 
(百万円)

当期発生高 
 

(Ｂ) 
(百万円)

当期回収高
 

(Ｃ) 
(百万円)

次期繰越高
 

(Ｄ) 
(百万円)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

3,754 20,488 21,117 3,125 87.1 61.2

区分 金額(百万円)

紳士子供肌着 511

婦人下着 348

ホームウェア 142

子供洋品 163

紳士洋品 102

婦人洋品 173

その他 118

合計 1,558



(e) 関係会社株式 

  

 
  

  

  

(f) 関係会社長期貸付金 

  

相手先 金額(百万円)

シロックス㈱ 2,114

㈱ニューウェイ 36

㈱イン・アウト 30

SILOX KOREA CO.,LTD. 28

シロックス大阪物流㈱ 8

その他 54

合計 2,271

相手先 金額(百万円)

シロックス㈱ 2,310

㈱東京ウルト 182

㈱エス・バイ・エス 167

その他 189

合計 2,849



２ 負債の部 

(a) 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

(b) 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 1,016

三井物産㈱ 544

豊田通商㈱ 542

住友商事㈱ 511

辰巳トレーディング㈱ 381

その他 801

合計 3,797

期日 金額(百万円)

平成19年４月 満期 1,754

  〃  ５月  〃  959

  〃  ６月  〃  1,033

  〃  ７月  〃  50

合計 3,797

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 287

豊田通商㈱ 229

三井物産㈱ 218

辰巳トレーディング㈱ 198

住友商事㈱ 139

その他 260

合計 1,333



(c) 短期借入金 

  

 
  

(d) 社債 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 1,000

㈱三菱東京UFJ銀行 700

㈱みずほ銀行 250

㈱常陽銀行 200

㈱滋賀銀行 100

合計 2,250

区分 金額(百万円)

第１回無担保社債 500

第３回無担保社債 400

合計 900



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注） 
 1.平成19年２月２日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりとなりま
した。 
 （平成19年５月７日から実施） 
 取扱場所  大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 
      三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 大阪証券代行部 
 代 理 人  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
      三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 
 取 次 所  三菱ＵＦＪ信託銀行㈱  全国本支店 
      野村證券㈱ 全国本支店  
  
 2.当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができま
せん。 
  (1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利 
  (2)取得請求権付株式の取得を請求する権利 
  (3)募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 
  (4)単元未満株式の買い増しを請求することができる権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券    1,000株券    500株券    100株券
100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱大阪証券代行部
電話0120(094)777（フリーダイヤル）

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき250円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱大阪証券代行部
電話0120(094)777（フリーダイヤル）

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によ
り、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行
う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
あります。 
 http://www.silox.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
  及びその添付書類 

事業年度 
(第59期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月28日 
近畿財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第60期中)
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年12月21日 
近畿財務局長に提出。

(3) 自己株券買付状況報告書 平成18年４月13日

平成18年５月12日

平成18年６月15日

平成18年７月13日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

シルバーオックス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシルバーオックス株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シルバーオック

ス株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に

係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２７日

シルバーオックス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシルバーオックス株

式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シルバーオック

ス株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 宣 雄 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

シルバーオックス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシルバーオックス株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シルバーオックス株

式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２７日

シルバーオックス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシルバーオックス株

式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シルバーオックス株

式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 宣 雄 
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